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産学官連携のスターティングポイントを目指して

産学官連携コーディネータ（環境・エネルギー担当）　齊藤 敬三

技術相談から受託研究への展開を例に

●写真　産技連 資源･エネルギー･環境部会 総会

環境･エネルギー分野における連携

研究の特徴

　環境･エネルギー分野の研究は

「エネルギー制約を克服しつつ環境

負荷を低減し持続的な経済社会シス

テムを形成していくために一体で取

り組まなければならない課題」とし

て特徴付けられます。従って、色々

な場面で環境とエネルギーが１セッ

トで語られるケースが多くなりま

す。実際、環境分野における産学官

連携とエネルギー分野のそれとの連

携相手先が一体である場合も少なく

はありません。

　しかし、技術相談先の特徴として

見た場合には、環境分野の相談とエ

ネルギー分野の相談では若干の相違

が感じられます。前者には、リサイク

ルとか廃棄物処理など具体的な資源

循環型技術研究に属するものが比較

的に多く、後者の場合にはメタンハ

イドレートや燃料電池などに関する

国家プロジェクトレベルの話が多く

なってきます。当然、企業の規模も数

も異なり、前者が中小企業を中心と

して具体的な技術相談の事例が多い

のに対し、後者の場合には比較的大

きな企業が数は少ないが連携研究の

相手を求めて来るような傾向にある

と言えます。近くて遠い関係はあま

り好ましくありませんが、一体で行

う研究であればこそ、より緊密な連

携を目指して努力している状況です。

技術相談から受託研究へ

　研究費として外部資金を獲得する

ことも産総研になってからの重要な

ミッションの一つとなっています。

ここで、企業からの技術相談が受託

研究に至った事例を一つ取り上げて

紹介します。

　ボーキサイトから水酸化アルミニ

ウム･アルミナ等を製造している複

数企業から、製品製造プロセスで排

出される残さ（いわゆる赤泥）の再

資源化に関する相談事例です。ご存

じの通り、現在赤泥は海洋に投棄さ

れている状態ですが、そのような状

況が徐々に難しくなってきた社会的

な背景から、各企業とも海洋投棄

削減に自主的に取り組んできてい

ます。

　そこで、赤泥の有効利用が是非と

も必要と言うことで、有効な技術的

解決策を産総研に求めてきました。

しかし、赤泥の有効利用は数十年

前から多くの研究者が挑戦してき

た非常に難しい課題です。つまり、

ボーキサイトをアルカリ処理して、

NaAlO 2 としてアルミニウム分を

取った後の赤泥は酸化鉄（Fe2O3）を

主成分としてシリカ（SiO2）と酸化チ

タン（TiO2）等が混在した赤色の泥状

物質で、構成成分はすべて安価なも

のからなります。そのため、大量処

理の必要性とコスト面からリサイク

ル製品の用途開発が困難であり、こ

れという再資源化技術が開発されて

おりませんでした。

行き詰まり打開のために

　そのため、この相談を受けた後、

新しい観点から何か良いアイデアが

無いか、関連する研究者と相談しま

した。取り敢えず検討してみたいの

でサンプルが欲しいと申し出た研究

者が数名あったに留まり、1年経っ

てもこの難題に対する解決策は出て

きませんでした。それでも、この間
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お問い合わせ

企業側と3回程度打ち合わせを行い、

産総研と企業側のこの問題に対する

考え方、技術的解決策等粘り強く情

報を交換してきました。

　技術相談を受けてから約 1 年半

後、企業側の再資源化方針と産総研

側の研究者による赤泥に関する基礎

的な研究データが旨くかみ合って、

赤泥の10％以上を再資源化できるか

もしれないことが漸くにして予想さ

れるようになってきました。つま

り、赤泥の有効利用を妨げる一番の

大きな要因に塩素の問題があった訳

ですが、産総研で開発した塩素の処

理方法（メカノケミカルや水熱等の

処理を用いない安価な方法）を利用

すると、赤泥の 30％程度について

は、再利用に際しての許容塩素濃度

以下にまで分離･分別可能な方法を

提案できるという有力な知見を得た

ことによるものでした。

　その結果、この可能性をさらに明

確にするための研究を行うというこ

とで、企業との受託研究契約をこの

3月に結ぶことができました。

連携のスターティングポイント

　連携研究がスタートするきっかけ

は色々ですが、産学官連携コーディ

ネータがそれに関与できる機会は正

直それ程多くありません。それだけ

に、上記の例のように技術相談から

スタートする場合などは最初の対応

が極めて重要になります。

　一般には技術相談から連携研究が

スタートするケースがそれ程多い訳

ではありませんし、通常はその場で

解決するものや、研究者や研究ユ

ニットを紹介したところで終わりと

いうものが殆どです。だからこそ、

前述のような連携研究がスタートす

る芽を見逃せません。そのために

は、常日頃より連携のための仕掛

けを沢山用意しておく必要があり

ます。

　色々な仕掛けが考えられます。個

別企業への訪問も地道な方法です

し、複数の企業が多数集まるフォー

ラムや展示会の主催も効果的です。

不特定多数を狙うのであればWEB

利用が最も効果を発揮します。

情報発信ツール

　技術相談の多くは産総研のホーム

ページ（http://www.aist.go.jp/）を

頼りに産学官連携部門の窓口を通し

て入ってきます。産学官連携コー

ディネータのページを見て直接相談

されてくる場合もあります。このよ

うな場合には、やはりWEBによる情

報発信の重要性を痛感します。環

境･エネルギーHP へのアクセスが

この1年間で300件程度と、思いの

外少なかったのが心残りではありま

すが。

　各研究ユニットもそれぞれにホー

ムページを作成して情報発信には力

を入れていますが、customerが分野

全体の概要を知ろうとするときは煩

雑に過ぎるようです。こう言う時こ

そコーディネータの出番となる訳で

す。情報発信のためのコントロール

タワーの役割を果たします。例え

ば、分野全体の特徴を表わすのに、

分野に属する研究ユニットの殆ど全

てのテーマを網羅したテーマ一覧表

を作成しておき、これを外部の方に

見て頂くようにすると、分野の特徴

が一目で理解でき重宝がられること

が多くあります。

おわりに

　経済産業省の進める産業クラス

ター計画（地域再生･産業集積計画：

http://www.meti.go.jp/topic/data/

e20308aj.html）では「世界に通用す

る新事業の展開」を目的に種々施策

が展開されているところですが、特

に「産学官の広域的なネットワーク

の下に実施された技術開発の事業化

成功率は通常の3倍」というデータ

に自信を得て、産学官の連携に関わ

る多方面からの施策･支援が実行に

移されていることはご存じの方も多

いと思います。

　従来、ともすれば定性的で言葉ば

かりが先行しがちな「産学官連携」

でしたが、最近漸く定量的にも評価

されはじめたのか、産学官がそれぞ

れに産学官の連携の必要性を声高に

叫ぶようになってきています。当

然、産総研においても産学官連携に

関わる社会的貢献と、各分野におけ

る連携研究の強化を目指し、ありと

あらゆる取り組みを精力的に実施し

ている（しようとしている）ところで

す。連携研究がスタートした後には

コーディネータには何も残りません

が、スターティングポイントになれ

たと言うことを最大の励みに努力す

る所存ですので、今後とも引き続き

ご協力をお願いします。

●産総研の環境･エネルギー研究開発の
取り組みについて紹介したパンフレット


